平成 １ ６年　 月 　日

提案書

京都府知事　山田　啓二　様

財団法人京都産業 ２ １理事長　立石義雄　様

住　　　所

会 社 名　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
(担当者　　　　　　　　TEL　　　　　　　　　　　　　)

京都企業創造ファンド事業・世界的ベンチャー育成ファンドに適合する投資事業有限責任組合の組成に向けて、下記のとおり提案します。　　　　

記

1. 投資事業有限責任組合の名称（仮称で可）

2. 財団法人京都産業２１からの出資希望金額　　　　　　　　　　　　億円

【出資内訳】

	組合員区分
	組合員名
	出資予定額【億円】
	備考

	無限責任組合員
	
	
	

	有限責任組合員
	財団法人京都産業２１
	
	

	有限責任組合員

・・・・・
	
	
	

	合計
	組合員数計
	出資予定額計　　　億円
	


3. 投資対象企業の概要

	名称
	

	代表者
	

	所在地
	・本社（個人の場合主たる事務所）

・研究所

・工場

	資本金の額及び主な出資者
	

	業種
	

	従業員数
	

	株式上場時期目標
	年　　月

	主力製品
	

	売上規模・従業員規模
	

	京都府内の事業所設置予定
	年　　月頃　本社、研究所又は工場を、【市区町村】に設置予定


4. その他提案書又は附属書類に盛り込むことが必要な事項【別紙のとおり】
5. 添付書類

提案書【別記様式】、組合設立趣旨書、組合契約書（素案で可）、財団以外の出資予定者の出資同意書、無限責任組合員の同意書（提案者が無限責任組合員以外の場合のみ）、商業登記簿謄本（投資予定先及び無限責任組合員）、直近３期分の決算関係書類（投資予定先及び無限責任組合員）、株式上場までの事業計画書（投資予定先）及び支援計画書（無限責任組合員）、成長のコアとなる技術等に係る工業所有権を証する書類の写し（投資予定先）、現在までの投資実績（無限責任組合員）、会社案内・パンフレット（投資予定先及び無限責任組合員）、その他京都府又は財団が必要とする書類

（注1） １について、京都府の事業名称（京都企業創造ファンド、世界的ベンチャー誘致・育成ファンド等）が組合の名称に制約を及ぼすものではありません。なお、京都府及び財団が無限責任組合員の業務を行う者と誤認させるような名称は避けてください。

（注２） 　２について、次の事項にご留意ください。

（ １　） 無限責任組合員が複数の場合は、各組合員ごとに記載してください。

（ ２ ） 法に定めるもののほか、有限責任組合員数に制限はありません。

その他提案書又は附属書類に盛り込むことが必要な事項

（注）契約書案等附属書類で記載されている場合省略いただいて結構です

· 管理報酬

毎年の組合財産の純資産額に対する割合によってその額を明記してください。なお、併せて出資総額に対する累計見込額（　％　）を附記してください。

· 設立費用

組合の設立費用は、初年度の管理報酬に含めることとしますので、その旨明記してください。

· キャピタルゲイン又は配当収入による利益

組合契約に盛り込んだ投資形態から発生するキャピタルゲイン又は配当収入による利益の再投資は原則として禁止しますので、その旨明記してください。

· 投資額等の決定

無限責任組合員が意志決定を行う前の段階で、投資の額及び時期について意見を聴くため、経済界代表や経営・技術の専門家などで構成する審査体制を設置するものとし、その構成員の案を明記してください。

· 投資先企業の育成

具体的な投資先企業育成のための手法、頻度、体制、所要経費、費用負担などについて計画案を明記してください。

· 成功報酬

事業が成功した場合の成功報酬について、その算定方法を明記してください。

· その他必要な事項

その他の事項について特段の制限を設けませんが、必要な事項を記載ください。











































































































































別記様式





別記様式（別紙）
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